
上記事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しており
ます。

第27期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

　　●事業報告
　　①財産および損益の状況の推移
　　②主要な事業内容（2026年4月30日現在）
　　③主要な事業所（2026年4月30日現在）
　　④主要な借入先（2026年4月30日現在）
　　⑤従業員の状況（2026年4月30日現在）
　　⑥会社の株式に関する事項（2026年4月30日現在）
　　⑦会社の新株予約権等に関する事項
　　⑧業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　　●計算書類
　　　株主資本等変動計算書
　　　個別注記表

第27期

（2025年5月1日から2026年4月30日まで）

東和フードサービス株式会社



区 分 第24期
（2023年４月期）

第25期
（2024年４月期）

第26期
（2025年４月期）

第27期
（2026年４月期）

千円 千円 千円 千円
売 上 高 10,846,585 12,382,521 12,812,967 13,314,546

経 常 利 益 656,846 1,049,308 1,099,021 1,133,429

当 期 純 利 益 425,784 704,402 720,703 751,040

１株当たり当期純利益 52円76銭 87円29銭 89円31銭 93円５銭

総 資 産 8,443,513 8,720,963 9,169,516 9,815,881

純 資 産 6,016,071 6,616,660 7,171,897 7,770,571

自 己 資 本 比 率 71.3％ 75.9％ 78.2％ 79.2％
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財産および損益の状況の推移
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主要な事業内容（2026年４月30日現在）
① レストランおよび喫茶店の経営
② 各種食料品の製造加工販売

本 店 所 在 地 東京都港区新橋三丁目20番１号　TOWAJ'Sビル６階
深 川 セ ン タ ー 東京都江東区猿江二丁目２番５号
椿屋珈琲焙煎所 東京都江東区猿江二丁目２番９号
戸塚カミサリー 神奈川県横浜市戸塚区上矢部町1021番１号
店 舗 椿屋珈琲 銀座本館他 52店舗

ダッキーダック 有楽町店他 18店舗
イタリアンダイニング　ドナ 有楽町店他 23店舗
こてがえし・ぱすたかん 新宿店他 12店舗
プロント 新橋店他 ４店舗

主要な事業所（2026年４月30日現在）

主要な借入先（2026年4月30日現在）
　　該当事項はありません。
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区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

男 子 142名 +1名 42.08歳 14.55年

女 子 72名 +9名 32.59歳 5.01年

合計または平均 214名 +10名 38.88歳 11.34年

従業員の状況（2026年４月30日現在）

(注) 他にキャスト（アルバイト）2,755名（前期末比　+67名増）を雇用しております。
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(1) 発行可能株式総数 普通株式 25,728,000株
(2) 発行済株式の総数 普通株式 8,071,599株（自己株式114,801株を除く）
(3) 株主数 6,556名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

岸 野 秀 英 1,580,000株 19.57％

柏 野 雄 二 1,480,000株 18.34％

誠 香 イ ン ベ ス ト メ ン ト 株 式 会 社 929,500株 11.52％

岸 野 誠 人 791,308株 9.80％

安 藤 香 織 514,900株 6.38％

株 式 会 社 久 世 64,000株 0.79％

森 永 乳 業 株 式 会 社 64,000株 0.79％

日 清 オ イ リ オ グ ル ー プ 株 式 会 社 64,000株 0.79％

サ ン ト リ ー 株 式 会 社 64,000株 0.79％

U C C ジ ャ パ ン 株 式 会 社 60,300株 0.75％

株 式 数 交付対象者数
取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を
除く） 1,833株 ４名

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 ( 社 外 取 締 役 を 除 く ） 217株 １名

会社の株式に関する事項（2026年4月30日現在）

(4) 大株主

(注) 1.当社は、自己株式を114,801株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
       2.持株比率は、自己株式を控除した普通株式から計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

(注) 当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２．会社役員に関する事項（３）取締役の報酬等」に記載しております。

会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）取締役の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保す

るための体制
１. 取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
① 「味覚とサービスを通して、都会生活に安全で楽しい食の場を提供する」を共有の志として、法
令遵守及び社会倫理の遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。

② 取締役会は、取締役および社員の職務の執行が法令および定款に適合しているかどうかを監督
し、必要に応じて執行役員または主管部門の責任者から報告を受けると共に、必要な決議、指
示・指導を行う。

③ 監査等委員は、取締役（監査等委員である取締役を除く）の職務執行を監査すると共に、執行役
員およびその管轄部門の職務が法令・定款・社内規程に沿って適切に行われているかどうかを監
査する。

④ コンプライアンスに関する事項を統括する部門は、コンプライアンス体制の構築・推進を行い、
取締役会および監査等委員会に審議内容及び活動を報告する。また、社員が直接報告することを
可能とする報告相談窓口を設置し、従業員等がコンプライアンス上の問題点を直接通報できる体
制とする。なお、報告・通報を行った社員に対し、報告・通報を行ったことを理由として不利な
扱いを行うことを禁止する。

⑤ 監査室は、社内の組織の業務が法令・定款・社内規程に沿って適切に行われているか監査すると
共に、改善を要する事項について指導を行う。

⑥ 反社会勢力に対しては、排除に向けた体制を構築すると共に、不利な要求に対しては断固として
これを拒否する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役会、経営会議およびその他の重要な会議における決議事項、報告事項並びに稟議決裁の情報
を安全に保存・管理する。
３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社の事業に関するコンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクに対
し、担当取締役および執行役員は管轄する部門における対応策を準備すると共に、必要に応じて規
程、ガイドラインおよびマニュアルの制定・配布、研修、マニュアルの作成などを実施する。
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４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、原則として毎月１回開催し、業務執行に関する重要事項を決定し、取締役の職務執
行の監督をすると共に、取締役から月次の業績等職務執行状況の報告を受ける。

② 取締役会は、各部門が担うべき職務分掌を定め、当該職務分掌に基づき会社全体の組織業務を効
率的に運営する。

③ 取締役・執行役員による経営会議を原則として隔月で開催し、情報の共有、職務執行状況の確認
を行う。

５. 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
体制

　監査等委員会がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合には、速やかに取締役会と監査
等委員会が合意する人選を行って配属する。
６. 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び監査等委員会からの指

示の実効性の確保に関する事項
　　前号の人選によって配属された社員は、監査等委員会の管理下で業務を遂行し、人事考課等につい
　ても取締役（監査等委員である取締役を除く）から独立した体制とする。
７. 取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人が監査等委員会に報告するための体制およ

び報告者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
① 監査等委員会が求めた場合、取締役（監査等委員である取締役を除く）・執行役員および従業員
等は、会社経営および事業運営上の重要事項並びに業務執行の状況および結果について速やかに
報告する。

② 取締役（監査等委員である取締役を除く）・執行役員および従業員等は、会社に著しい損害を与
えるおそれのある事実を発見した時には、当該事実に関する事項を速やかに監査等委員会に報告
する。

③ 監査等委員会は報告した取締役（監査等委員である取締役を除く）及び従業員等に対し、当該報
告を行ったことを理由として不利な扱いを行うことを禁止し、その旨を当社の取締役（監査等委
員である取締役を除く）および従業員等に周知徹底する。

８. 監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行に
ついて生じる費用または償還の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員が職務の執行上必要とする費用の前払または債務の償還の手続きその他の職務執行につ
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いて生じる費用等の請求について、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用または債務を処理する。
９. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査等委員会は、監査室の年次監査計画について説明を受け、その実施状況について適宜報告を

受ける。
② 監査等委員および監査等委員会は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けると共に適

宜会合を持ち情報交換を行う。
③ 取締役社長（必要に応じて、他の取締役（監査等委員である取締役を除く））は、監査等委員と
定期的な意見交換を行う。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、「内部統制の基本方針」に基づき、体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業
年度における運用状況の概要は以下の通りです。
① 職務執行の適切性や効率性
　当事業年度は、取締役会を14回開催し、会社の重要事項について、法令及び定款に基づき審
議、決定しています。
　また、組織改正に伴う業務執行については、職務分掌・権限規程を改訂し、その責任者と執行手
続きを定めており、組織的かつ効率的な運営を図っています。
　監査等委員会は6回開催し、監査計画及び監査業務の分担等に基づき、取締役（監査等委員であ
る取締役を除く）の職務の執行を監査しています。
② リスク管理体制
　社長直属の内部監査部門（監査室）は、本社、店舗、工場などの業務全般に関し、内部統制シス
テムの整備・運用状況の監査を実施しています。店舗監査は、半期に１回以上実施し、当事業年度
は上期延105店舗、下期延104店舗実施いたしました。
　また、新任店舗責任者に対し、異動後に「指導監査」を3回実施いたしました。基本的な店舗管
理30項目の自主点検報告に対する指導を行っています。
　当社の企業風土の一つである「クリーンデー」、防災・防火点検も兼ねた「防災クリーンデー」
を実施し、災害リスクにも対処しています。
　インターネット販売の増加や「食の安全」の永続的強化に伴い「品質管理室」「品質保証室」を
設置しております。また当社で認証を取得している「ISO22000」（食品安全マネジメントシステ
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ム）の考え方にHACCP手法に基づく衛生管理方法を加えた「店舗衛生管理計画」を備え置きし、
運用しております。

③ コンプライアンスに対する取り組み
　当事業年度では、経営基本方針、経営会議、合同店長会議、部門別会議などを通じて、「法令遵
守」「コーポレート・ガバナンス」に対する意識の向上に努めました。

（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、将来の事業展開と経営体質強化のための内部留保を重視する一方、株主に対する利益還元を
行うことは経営上の重要課題と認識しており、経営基盤の強化と自己資本比率の向上を図りつつ、安定
的な配当の継続を基本としております。
　当事業年度につきましては、配当方針をもとに、業績の状況等を勘案して、中間配当金は10円、期
末配当金は12円とさせていただきました。
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（自　2025年５月 1 日
至　2026年４月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰余金
資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 50,000 683,009 623,341 1,306,350 4,280,000 1,611,018 5,891,018 △100,735 7,146,632

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 200,000 △200,000 － －

剰 余 金 の 配 当 △80,695 △80,695 △80,695

剰 余 金 の 配 当 （ 中 間 配 当 ） △80,715 △80,715 △80,715

当 期 純 利 益 751,040 751,040 751,040

自 己 株 式 の 処 分 2,527 2,527 1,767 4,294
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,527 2,527 200,000 389,629 589,629 1,767 593,924

当 期 末 残 高 50,000 683,009 625,868 1,308,877 4,480,000 2,000,647 6,480,647 △98,968 7,740,556

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 25,264 25,264 7,171,897

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 －

剰 余 金 の 配 当 △80,695

剰 余 金 の 配 当 （ 中 間 配 当 ） △80,715

当 期 純 利 益 751,040

自 己 株 式 の 処 分 4,294
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 4,749 4,749 4,749

当 期 変 動 額 合 計 4,749 4,749 598,673

当 期 末 残 高 30,014 30,014 7,770,571

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(単位：千円)

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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建 物 ２～50年
構 築 物 ２～3年
機 械 及 び 装 置 2～15年
工具、器具及び備品 ２～20年

所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。

個　　別　　注　　記　　表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産 評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。
製品、商品　　 総平均法
原材料、貯蔵品 最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備は除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内にお
ける見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によっ
ております。

③　リース資産

④　長期前払費用 均等償却しております。
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（3）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

（4）引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　ポイント引当金 販売促進を目的に顧客に付与したポイントの使用に備えるた
め、当事業年度末における将来の使用見込額を計上しており
ます。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務に基づき計上しております（簡便法）。

（5）収益及び費用の計上基準
　　　主要な売上形態における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。
　　①　店舗売上

　店舗売上は、当社の店舗に来店する顧客からの注文に基づき、商品、製品及びサービスを提供すること
による収益であります。当該収益は、顧客へ商品、製品及びサービスを提供した時点で履行義務が充足さ
れることから、当該時点で収益を認識しております。

　　②　ＥＣ売上及び外販売上
　ＥＣ売上及び外販売上は、顧客からの注文に基づき製品及び商品を発送、販売することによる収益であ
ります。当該収益は、顧客に製品及び商品を受け渡した時点で履行義務が充足されるものの、製品及び商
品の出荷時点と重要な差異はないため、当該製品及び商品の出荷時点で収益を認識しております。

2. 会計上の見積りに関する注記
　当事業年度の減損損失は23,171千円です。
　当社は、事業用資産については、管理会計上の区分及び投資の意思決定等を考慮してキャッシュ・フロ
ーを生み出す最小単位として捉え、その単位を基礎にグルーピングする方式を採用しております。資産グ
ループの損益の悪化等により減損の兆候の有無を把握しており、減損の兆候がある場合、当該資産グルー
プから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、使用価値又は正味売
却価額のいずれか高い方の金額まで減損損失を計上しております。
　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場
環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、減損処理が必要となる可
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決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

20２5年５月30日
取 締 役 会 普通株式 80,695 10.0 2025年４月30日 2025年6月25日

2025年11月28日
取 締 役 会 普通株式 80,715 10.0 2025年10月31日 2026年1月7日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年５月29日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 96,859 12.0 2026年４月30日 2026年7月１日

能性があります。

3. 貸借対照表に関する注記
（1）ＳＣ預け金は、ショッピングセンター及び駅ビル等に対する預け金等（ショッピングセンター及び駅ビル

等にテナントとして出店している店舗の売上金額から相殺すべき賃借料、水道光熱費及び諸経費を差し引
いた金額）であります。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 6,032,586千円

4. 損益計算書に関する注記
顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。
顧客との契約から生じる収益の金額は、「10．収益認識に関する注記　（1） 顧客との契約から生じる収
益を分解した情報」に記載しております。

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 8,186,400株

（2）当事業年度末の自己株式の種類及び数 普通株式 114,801株

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
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未払事業税 19,317千円
未払事業所税 4,981千円
未払固定資産税 2,263千円
未払償却資産税 5,786千円
未払費用 5,941千円
一括償却資産 176千円
減損損失 33,757千円
減価償却超過額 154千円
退職給付引当金 138,052千円
資産除去債務 103,460千円
その他 82,520千円
繰延税金資産小計 396,412千円
評価性引当額 △76,911千円
繰延税金資産合計 319,500千円
資産除去債務に対応する除去費用 △5,653千円
その他有価証券評価差額金 △16,476千円
繰延税金負債合計 △22,129千円
繰延税金資産純額 297,370千円

（4）当事業年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　該当事項はありません。

6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額
①　投資有価証券

その他有価証券 70,473 70,473 ―
②　差入保証金 404,508 379,110 △25,398
③　敷金 1,409,563 1,322,269 △87,293
④　リース債務（注3） （14,018） （13,459） △559

7. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、金融機関等からの借入により資金を調達してお
ります。
　現金及び預金のうち、一部外貨建ての預金を保有しており、為替の変動リスクに晒されております。当
該リスクについては、為替相場の状況を継続的に把握することでリスク軽減につなげております。
　売掛金及びＳＣ預け金は店舗が入居する商業施設等を運営する法人等の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクについては、期日管理及び残高管理を行うとともに、入金状況を随時把握する体制として
おります。また、投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については定期
的に時価の把握を行っております。
　差入保証金及び敷金は、主に店舗の賃借時に差入れているものであり、差入先の信用リスクに晒されて
おります。当該リスクについては、個別に適切な債権管理を実施することでリスク軽減につなげておりま
す。
　買掛金は、１年以内の支払期日です。
　ファイナンスリース取引に係るリース債務の使途は設備投資資金であります。
　流動性リスクについては、適時に資金繰計画を作成・更新すること等により管理しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　2026年４月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

(単位：千円)

(＊) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(注１) 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似するものであることから、記載を省略しております。
(注２) 「売掛金」、「ＳＣ預け金」、「買掛金」、「未払金」、「未払賞与」、「未払法人税等」、「未払消費

税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。

(注３) １年内返済予定のリース債務を含んでおります。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

株式 70,473 － － 70,473

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 379,110 － 379,110
敷金 － 1,322,269 － 1,322,269
リース債務 － （13,459） － （13,459）

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
　　　　　　　　価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
　　　　　　　　定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：千円)

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。

－ 15 －



　差入保証金及び敷金
　これらの時価は、当事業年度末から返還日までの見積期間に基づき、その将来キャッシュ・フローを国債
の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベ
ル２の時価に分類しております。

　リース債務
　リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リースを行った場合に想定される利率で割り引いて算
定しており、レベル２の時価に分類しております。

8. 賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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種類
会社等の

名称
又は氏名

所在地
資本金
又は

出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

近親者
又は

主要株主

岸野秀英
（注）2
他3名

― ― ―
被所有
直接

19.6％
不動産の

貸借
不動産の

賃借
46,008

（※１）
前払費用 8,643

敷金 48,490
役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社等
の子会社
を含む）

株式会社ク
ローバート

ーワ
（注）3

東京都
世田谷区
尾山台

29,600 不動産
管理業 ―

役員の兼任

不動産の
貸借

不動産の
賃借

192,621
（※１）

差入保証
金 30,000

敷金 101,247

未払金 985

同 上

東和エン
タープラ
イズ株式

会社
（注）４

東京都
台 東 区
根岸

10,800
アウトソ
ーシング
サービス
業

―

役員の兼任

システムの運
用、

保守管理
給与計算

及び
経理業務の

委託

販促物の購入

業務委託
費等の
支払

43,307
（※２）

未払金 2,473

販促物の購
入

30,069
（※３）

同 上
東 和 産 業
株式会社
（注）5

東京都
港 区 新
橋

50,000 サービス
業 ―

役員の兼任
不動産の

賃借
37,047

（※１）

前払費用 365

不動産の
賃借 敷金 54,241

9. 関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等
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　椿屋珈琲 6,099,727
　ダッキーダック 2,492,342
　イタリアンダイニング　ドナ 2,418,005
　こてがえし・ぱすたかん 1,242,780
　プロント 557,594
　生産部門/ＥＣ事業/物販催事事業 504,096
　顧客との契約から生じる収益 13,314,546
　その他の収益 －
　外部顧客への売上高 13,314,546

(注) １. 取引条件及び取引条件の決定方針等
（※１）不動産の賃借料、敷金及び差入保証金については、不動産鑑定価格及び近隣の相場等を参考にしております。
（※２）業務委託費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。
（※３）販促物の購入については、市場価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

２. 当社代表取締役岸野誠人と親子関係にあります。
３. 当社代表取締役岸野誠人及びその近親者が直接100％所有している会社であります。
４. 当社代表取締役岸野誠人及びその近親者が直接4.4％、間接91.0％所有している会社であります。
５. 当社代表取締役岸野誠人及びその近親者が直接13.0％、間接80.0％所有している会社であります。

10.　収益認識に関する注記
（1） 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（2） 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　主要な売上形態における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。
　　①　店舗売上

　店舗売上は、当社の店舗に来店する顧客からの注文に基づき、商品、製品及びサービスを提供すること
による収益であります。当該収益は、顧客へ商品、製品及びサービスを提供した時点で履行義務が充足さ
れることから、当該時点で収益を認識しております。

　　②　ＥＣ売上及び外販売上
　ＥＣ売上及び外販売上は、顧客からの注文に基づき製品及び商品を発送、販売することによる収益であ
ります。当該収益は、顧客に製品及び商品を受け渡した時点で履行義務が充足されるものの、製品及び商
品の出荷時点と重要な差異はないため、当該製品及び商品の出荷時点で収益を認識しております。

（3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　当事業年度に認識した収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額に重要性はありませ
ん。
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　残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約が
ないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中
に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

11.　１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額　　 962円71銭
（2）１株当たり当期純利益 93円５銭

12.　重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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